
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成7年王2月20日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年金1…　　1

　　　　　　　　　　　　　　年　　金　　1　　（　間　　題　　）

1。次の（I）～（3）の聞に答えよ。尚、客間の正誤の判定においては、正しい場合は「Oj、誤っている場合は「×一を

解答用紙に記入せよ。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18点）

（1）次の拠出制の適格退職年金制度に関する記述について、正誤を半淀し、誤っているものについては、その理由を簡記せ

　よ。

ア．　A社では、社員のみを対象として拠出制の適格退職年金制度を実施しているが、今般、準社員についても当該適格

　　退職年金制度に加入させることとした。ただし、準社員については掛金等の一部を負担させないこととする。

イ．　B社では、拠出制の適格退職年金制度を実施することにした。加入資格を満35歳以上とするが、加入者負担の負

　　担開始時期は満40歳とすることとした。

ウ・　C社では・拠出制の適格退職年金制度を実施することにしね加入者負担の掛金等は毎月払いとし、会社が負担す

　　る掛金等は年1回払いとすることはできない。

工。 @D社は現在、拠出制の適格退職年金制度を実施しているが再計算を機会に給付の引き上げを行なうとともに、非拠

　　出制に変更することにした。この変更に際し、加入者間の公平性を保っために変更時までの加入者負担金相当額につ

　　いて年金資産から当該加入者に返還することとした。

（2）次の適楮退職年金制度における給付等に関する記述について・正誤を判定し、誤っているものについては、その理由を

　簡記せよ。

ア・　年金受給者であるE氏は・年金受給開始後4年2月を経過した時点で、住宅の取得のため選択一時金の申し出を行

　　い15隼確定年金の残余期間櫨当分を選択一時金として受給した。

イ・　F社は適格退職年金制度の実施にあたり・給付事務の省力化の観点から、年金月額が互0，O00円未満の場合は、年金

　　に代えて一時金として支払うことを年金規程に定めた。

ウ・ @G社は適格退職年金制度の実施にあたり・東南アジア所在の海外支店に勤務する現地採用の使用人（日本国内弁屠

　　住者）も加入者としれしかし・当該支店の所在する国においては印鑑証明制度がないこと、及び、住民登録制度が

　　不備であることから、年金の確実な送金が保証できないため、当該現地採用の使用人に対する給付のすべてを一時払

　　いとして支払うことを年金規程に定めた。

工。 @H社は適格退織年金制度の実施にあたり、給付を給与比例制にすることとしたが、年金については退職時以前3年

　　間の平均給与に年金の支給率を乗じ、また、一時金については退職時の給与に一時金の支給率を乗じた給付額を支給

　　するように年金規程を定めた。
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年金1…　　2

（3）次の厚生年金基金制度及び適格退職年金制度における掛金等に関する記述について、正誤を判定し、誤っているものに

　ついては、その理由を簡姜己せよ。

ア。　適格退職年金制度を実施している法人においては、專業主が適格退職年金契約にもとづいて支払う掛金は損金算入

　　される。尚、毎月末を掛金の言十算の基準Bとして、翌月末に拠出する契約においては、当該法人の事業年度末を計算

　　の基準日とする掛金については未払い金として当該事業年度に損金として算入することができる。

イ．　厚生年金基金の設立事業所である法人において、その厚生年金基金契約にかかる事業主負担の欝金は損金算入され

　　る。尚、当該法人の事業年度末を言十算の基準日とする掛金については未払いであっても当該事業年度に損金として算

　　入される。

ウ．　適格退職年金契約を解除しこれに代えて厚生年金基金を設立する際に、その適格退職年金契約について従業員負担

　　の掛金があった場合、その従業員負担掛金相当額の返還金を厚生年金基金の従業員負担の過去勤務掛金として払い込

　　むときは、当該移行年度においてその返還金相当額の全額を当該加入者の社会保険料控除の対象とすることができる。

工一　厚生年金基金の設立事業所である法人において、その事業主が負担する厚生年金基金の連営にかかる事務費掛金に

　　ついても損金算入が認められる。

2、次の谷間に答えよ。 （12点）

（ユ）　適格退職年金制度における自主審査要領では特定年齢の定φ方について、年金制度に加入することができる最低の年

　　齢の他、種々の方法が定められているが、その方法について列挙せよ。（年金制度に加入することができる最低の年齢

　　については書己入不要）

　　　また、どの様な場合に年金制度に加入することができる最低の年齢を採用することが合理的であると考えられるかを

　　簡記せよ。

（2）　使用人の一部については労働協約による退職給与規定の適用があり、他の使用人については就業規則での適用となっ

　　ている場合における退職給与引当金勘定への繰人限度額の計算方法について鰯己せよ。
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年金1…　　3

3一適格退職年金制度を実施しているA社、B社、C杜（いづれも退職金の移行）において、今般A社がB社及ぴC社を吸収

合併することになり・それに伴い適格退職年金制度の統合を行うことになった。

　退職金制度および適格退職年金制度の新旧制度概要は次のとおりであるが、この場合においてA社、B杜、C社の各社に

おいて留意すべき事項、統合後の新適格退職年金帝渡において留意すべき事項、基礎率及び掛金率の算定において留意すべ

き事項について記述せよ。

＜旧　翻　度　〉

A　　社 B　　社 C　　社

退職金の水準 1O　Oとする A社の80％ A社の80％
通年への移行割合 定年のみ80％ 全額移行 定年・中途脱退の50％
従業員負担 非拠出制 非拠出制 非拠出制

加入資格 勤続1年以上 即時加入 勤続五年以上

受給資格 勤続5年以上 勤続2年以上 勤続2年以上
加入者数 500人 120人 40人

（内勤続正年未満20人、か （入社時年齢55歳以上の加入

っ、入社時年齢55歳以上の 者はなし）

加入者はなし）

定年年齢 60歳 60歳 60歳
年金受給者 なし なし なし

〈新　制　度　〉

退職金の水準

通年への移行割合

從業員負担

加入資格

受給資格

定年年齢

1日A社と局し

定年のみ80％

非拠出制

勤続1年以上

勤続5年以上

60歳

　尚、上記の他、旧C社は退職金の内枠として中小企業退職金共済制度に加入していたが、制度統合と同時に中小企業退職金共

済制度を解除し、新適格退職年金制度に移行することを考えている。

4一適格退職年金制度における通算制度（転職等により複数の企業に勲務した者について給付額の合算などを行い、年金化する

仕組み）について次の設問に答えよ。

（1）適格退職年金制度における通算制度の必要性（又は不要性）について所見を述べよ。

（2）通算機楊方式（厚生年金基金制度における厚生年金基金連合会がおこなう中途脱退者にかかる給付通算機能のような仕

　組み）を採用したと仮定し、その運営方法を適宜設定した上で、その方式にっき財政の立場から所見を述べよ。

（3）適格退職年金制度としての通算制度の有用性を高めるための方策、又は、実質的な機能を持たせるための方策にっき適

　格退職年金制度として取り組んでいかなければならない問題は何か所見を述べよ。
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年　　金　　1 解　答　例

問題I

（1）

正誤の判定 誤っている場合の理由

ア ×

給付と掛金等の負担の関係において、社員と準社員との取扱
｢が不公平となるので題意の取扱いは認められない。

イ ○

ウ ○

工 ×
適格退職年金契約を拠出制から非拠出制に変更する場合にお
｢て、既往の加入者負担金相当額を年金資産から返還するこ
ﾆは認められない。

（2）

正誤の判定 誤っている場合の理由

ア ×
住宅の取得のための一時金選択は年金受給開始後3年以内に
ﾀられる。

イ ○

ウ ×

適格退職年金契約に基づく給付は、年金の支払いを目的とし
ﾄいるものであるから、たとえ外国人に対してであっても、一時金のみの契約とすることはできない。

工 ○
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（睾）

正誤の判定 誤っている場合の理由

適格退職年金制度の拠出金について、未払金は当該事業年度
ア × に損金算入は認められず、実際に納付されたときに損金算入

される。

イ ○

厚生年金基金への移行による、当該加入者の適格退職年金制
ウ × 度における加入者負担掛金の社会保険料控除の上限は、その

年度における当該加入者が受けることができる社会保険料控
険の額であり、全額が移行年度に認められるわけではない。

工 ○

問題2

（王）O特定年齢の定め方

　　　①過去3年間の新規加入者の平均年齢

　　　②過去3年間の年齢別新規加入者の最も多い年齢（モード）

　　　③通常掛金等が最小となる年齢

　　　④その他合理的であると認められる年齢

○年金制度に加入することのできる最低の年齢を採用することが合理的な場合

　・年金制度への加入資格として年齢による加入制限を設けている場合。

　　但し、上記①と②を勘案することも肝要である。

（2）計算方法（手順）は次のとおり。

　　　①労働協約の適用を受ける使用人について退職給与発生類基準で限度額を

　　　　　計算する。
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②就業規則の適用を受ける使用人について退職給与発生類基準による限度

　　額と給与総額基準による限度額の各々を計算し、いづれか小さい方の限

　　度額を求める。

③①と②の合算額を求める・

④使用人全体の累積限度額基準における限度額を計算する。

⑤③と④のいづれか小さい方の額が、その法人の繰入限度額となる。

但し、それぞれの退職給与規程の内容が全く同一であり、かつ、労働協約に

よる使用人が3／4以上であるときは、全員について労働協約による退職給

与規程の適用があるものとして、一括して退職給与発生類基準による限度額

の計算を行うことも認められている。

問題3

　　（解答のポイント）

　　○　各社において留意すべき事項及び統合後の新適格退職年金制度において留意

　　　すべき事項

　　　（A社）　特に問題なし。

　　　（B社）①退職金の全額移行から定年のみの移行に変更されるが、B杜の適

　　　　　　　　　格退職年金契約は解除されるため不利益変更には該当しない。

　　　　　　　②旧制度における超過留保額の有無をチェックし、超過留保額があ

　　　　　　　　　れば委託者に返還する。

　　　　　　　③旧制度の要留保額に対して、新適格退職年金制度におけるB杜か

　　　　　　　　　らの加入者等にかかる責任準備金を超える額が発生する場合は、

　　　　　　　　　超過額につき当該加入者への分配または新適格退職年金制度にお

　　　　　　　　　ける併せ給付を行う。

　　　　　　　④勤続1年未満の加入者については新適格退職年金制度において、

　　　　　　　　　加入者として取り扱う旨の経過措置を設定する必要がある。

　　　（C杜）①　B社の①、②、③に同じ。

　　　　　　　②中小企業退職金共済の解約金の取扱いについて

　　　　　　　　・本人の同意を得て、　r預かりおよび贈与に関する契約書」を締結

　　　　　　　　　したうえで新適格退職年金制度への払い込みが可能となる。ただ
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　し、解約金については、本人に対して一時所得による課税関係が

発生するので注意が必要。

・尚、平成7年12月1日より新たに中小企業に該当しなくなった場

合における適格退職年金制度への中小企業退職金共済の解約金の

払い込みが認められることになったが、本問では適格退職年金制

度の加入資格を勤続1年以上と設定しているため、中小企業退職

金共済の加入者がすべて適格退職年金制度の加入者とならないた

　め当該適用の条件を満たさず、この適用は受けられない。

・但し、B社においても勤続1年未満の従業員を経過的に加入者と

することから、新適格退職年金制度において勤続1年未満の従業

　貫を加入者とするように制度設計を変更し、かつ・新適格退職年

　金制度におけるC社の従業員にかかる過去勤務債務等の額が中小

企業退職金共済からの解約金を上回る場合については、直接に新

　適格退職年金制度へ解約金を払い込むことができる。

○　基礎率及び掛金率の算定において留意すべき事項

　　①旧A杜の制度と新適格退職年金制度の加入資格が同一であるので、加人

　　　　者数の増減は1500＋（120－20）十401÷500＝1．28＜1．3であり基礎

　　　　率の洗い替え基準を満たさない。しかしながら、人員構成等を勘案のう

　　　　え、アクチェアリーの判断により基礎率の洗い替えを行うか否かの検討

　　　　を要する。

　　　（注：基礎率は新適格退職年金制度の本来的な加入者の範囲で算定するも

　　　　　　のであり、B社の勤続1年未満の経過的加入者については基礎率の

　　　　　　算定に含めることは誤り。）

②C社において、中小企業退職金共済の解約金を『預かり及び贈与に関す

　　る契約書」により新適格退職年金制度へ払い込もうとする場合は、解約

　　金の多寡に応じて過去勤務債務の償却割合を設定する必要がある。

　　尚、解約金の払い込みが完了した時点で過去勤務債務の償却割合を変更

　　することができることを提示しておくことも肝要である。
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問題4

　＝　（試験委員からのコメント）一一一一一・一一一一一・・…・一一一一一一・一一一…・・一一一…一・…一一一・一…・……一・・……；

　1．本問は各人の所見を問う問題であり・知識や問題点の列挙にとどまらず・アク1

　≡　チュアリアルな観点から、ポイントを絞って自分の意見を中心に述べていただ1

　　　きたい。

　≡・誤字やわかりにくい表現が散見された。相手に自分の意見や発想がよく伝わる

　1　ように心掛け記述していただきたい。

　≡・以下に、着目していただきたいポイントを列挙しておくが、このすぺてを要求

　≡　しているのではなく幾つかのポイントに着目いただき主旨一貫した論調で各人

　≡　の所見を記述していただきたい。

（1）次のポイントを捉えた所見が述べられているか。

　　（必要性）終身雇用制度が崩れつつあり、労働力の流動化が高まってきた。

　　　　　・転職により年金受給権の確保が困難となる場合が発生する。

　　　　　・現状の適格退職年金制度では、転職による経済的不利益が発生する場合

　　　　　が生じ労働力の流動化のためのネックとなりかねない。

（不要健）適格退職年金制度における年金の必要健が高まっていない。

　　　・一時金の選択者が圧倒的に多い。

　　　・現状では、事業主は税制上のメリットを享受するために適格退職年金制

　　　度を導入しており、従業員に対する福利厚生の認識が低い。

　　　・企業年金制度として通算制度は馴染まない。

（2）運営方法を適宜設定したうえで次のポイントから財政について所見を述べてい

　　るか。

　　○　給付原資に差損益が発生した場合への対応策

　　　　　・予定利率に対するリスク。

　　　　　・予定死亡率の改善に対するリスク（終身年金を採用するか否か。）

　　　　　・トンチン性をどこまで持たせるか。

　　　　　・拠出建て年金制度。　（個人退職金勘定の創設等）

　　　　　・支払保障制度。

　　　　　・危険準備金等の積立
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○　通算機構の運営コストをどのように賄うか。

○　強制加入とするか任意加入とするか。

（3）次のポイントを捉えて解決のための方策等について所見が述べられているか。

　　○　年金選択率の向上策（意識改革や老後所得の二一ズに応じた給付設計等）

　　○　税制上の対応策（貯蓄・一時金に対する年金の優位性の確保等）

　　○　受給権の緩和（現行の適格要件においては年金受給権の付与について勤続

　　　　　　　　　　　20年以上または40歳以上という規制あり。等）

　　○　通算しやすい給付設計の採用（定年のみ移行の制度は通算になじむか）

　　○　支払保障制度（企業倒産等への対応など）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

以　上
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